研修出張様式５

研修報告書
	所　　属　　本部　　　　　　　職　種　事務員　　　　氏　名　佐藤　輝美

	期　　間　　平成１９年　７月２９日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　　平成19年度「個人情報管理・担当責任者養成研修会」

	出 張 先　　全日本病院協会６Ｆ大会議室

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


※考察

　個人情報管理の研修を受講するにあたり、個人情報を理解するためには、個人情報保護法をまず理解しなければいけないと考えていましたが、個人情報保護法の概要の講義において、個人情報保護法自体を覚える必要はなく、覚えるのは３つの要点（①プライバシー権とは、自己に関する情報をコントロールしうる権利　②個人情報が、本人の予測の範囲内の情報利用なのか本人の予測の範囲外の情報利用なのか　③予測の範囲内の基準となるのは一般人）だけで、それらを基に具体的事例にそって考えることが重要であると説明を受けました。個人情報についての捉え方は人それぞれである為、組織として、個人情報であるか否かを判断するルールを明確にし、統一した対応をしていくことが大切であると思いました。

　現在委員会として、病院内における各部署の個人情報について何をどこに保持しているか調査し、整備している最中で、実際各部署において判断に迷う点が多く見受けられています。個人情報とは何か等といった整理するために必要なルールを明確に提示しなかったことは反省すべき点であったことをこの研修から気づかされました。

　グループワークにおいては、病院内における実際の対応の仕方や事例について把握していなかった為、簡単に思いつくようなことしか意見を出せず、もっと違った視点から見た発想が思いつかなかったことは反省すべき点でした。しかしグループ内ででる意見はほとんど同じ内容であり、どの病院も対応に対して大差がないことが分かりました。

　またグループワークにおいては、その場の現状の状況だけでなく、法的権利も考慮したうえで判断しなくてならないということを学びました。患者家族として常に接している人だけではなく、滅多に来ることのない患者家族にも法的権利はあるということを理解したうえで、対応していくことが重要であることを心掛けていきたいと思います。

　今回、個人情報の概要とグループワークにおける事例検討を学びましたが、理論と実践は違うところもあり、理論として言っていることは理解できても、それが実践として実際活用できるのかと考える部分もあります。

個人情報管理・苦情相談対応委員会として今後は、各委員が個人情報について理解をせずに活動していますので、まず各委員が個人情報とは何かを理解し、整理していくことにあると思えますが、個人情報だけではなく、苦情対応として意見箱についても同時に処理していますので、個人情報管理を整備しつつ、適切な苦情対応をしていくことが大きな課題となります。

※研修要旨

１）個人情報保護法の概要

　①個人情報保護法への対応と情報管理担当者の役割

・個人情報保護法は自己情報の制御権付与法である

　　　「個人情報保護」であるならば、患者の情報が漏れないように留意すればよい。

　　　「自己情報の制御権付与法」であるとすれば、情報の収集・管理・情報提供体制等に真剣に取り

組むべき。

　　　　多くの医療関係者は最近まで、本法律制定の医療への影響や重要性に気づいていなかった。

　　・個人情報保護関連５法

1 個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）

2 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（行政機関個人情報保護法）

3 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（独立行政法人等個人情報保護法）

4 情報公開・個人情報保護審査会設置法

5 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

　　・OECD　８原則

　　　OECD（経済協力開発機構）の理事会で採択された「プライバシー保護と個人データの国際流通についての勧告」に記述されている８つの原則

①　収集制限の原則

②　データ内容の原則

③　目的明確化の原則

④　利用制限の原則

⑤　安全保護の原則

⑥　公開の原則

⑦　個人参加の原則

8 責任の原則

　　・プライバシー（権）とは

　　　秘密の保持やそっとしておいて欲しい権利だけでなく、自己の情報の制御権である。

　　　制御には、情報の収集・保管・利用・開示・公開・保護等の意味が含まれる。

　　　知る権利と知りたくない権利がある。

　　　権利の主張には、それに伴って生じる事態を自分で引き受ける自己責任が伴う。

　　・個人情報の実態は

　　　個人同一性識別（identity：ID）情報である。

　　　詳細な情報でも、個人を識別し得ない情報やデータベースは、個人情報とは呼ばない。

　　　ID情報と容易に結びつかない診療情報として扱えば、研究機関以外でも、研究や学会発表に支障を来たすことはない。

　　・変革の時代における情報管理

　　　変革の事態において、急速かつ激しい変化に対応するには情報の活用が必須である。

　　　“情報”の取扱いは、運営主体、規模、地域、機能に関らず、すべての個人・組織に重要な課題である。

　　　経営の根幹に関る事項である。

　　・個人情報管理担当者・責任者の役割

　　　個人情報保護法の理解・・・法の趣旨

　　　自院における法への対応

　　　　組織構築

　　　　諸規定整備

　　　　職員教育・研修

　　　　患者・家族への周知

　　　組織管理の一環としておこなうことが重要

　　　　１．利用目的の特定等

　　　　　　利用目的はできる限り特定しなければならない。

　　　　　　利用目的を超えて個人情報と取り扱う場合は本人の同意が必要であるが、以下の場合は本人の同意を得る必要はない。

　　　　２．利用目的の通知等

　　　　　　特定した利用目的を院内。事業所内へ掲示するとともに、可能な限りホームページへ掲載。

　　　　　文書の交付など、患者・利用者の理解度等に応じた、きめ細やかな対応を求める。

　　　　３．個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保

　　　　　　偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。

　　　　　　利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つよう努めなければならない。

　　　　４．安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督

　　　　　　個人情報保護に関する規程の整備、公表

（院内・事業所内への掲示、ホームページへの掲載）

　　　　　　組織体制の整備、データ漏洩時の報告連絡体制の整備

　　　　　　雇用契約時における個人情報保護に関する規程の整備

（雇用契約における守秘義務規定の整備、医師等に対する法令に基づく守秘義務規定の遵守の徹底等）

　　　　　　従業者に対する教育研修

　　　　　　不要となった個人データは焼却するなど復元不可能な形で廃棄

　　　　　　委託先の監督

　　　　５．個人データの第三者提供の制限

　　　　　　原則として、あらかじめ本人の同意を得ないで個人データを第三者に提供してはならない。法令に基づく場合、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本

人の同意を得ることが困難であるとき等は本人の同意を得る必要はない。

患者への医療の提供のために通常必要な範囲の利用目的については、院内掲示等によりあらかじめ公表しておき、患者から明示的に留保の意思表示がなければ、医療機関等に限定して、患者の黙示による同意があったものとして第三者提供を行う。

　　　　６．開示、訂正、利用停止

　　　　　　原則として、本人等から保有個人データの開示を求められたときは、本人に対し、書面の交付等により当該保有個人データを開示しなければならない。

原則として、本人等から保有個人データの訂正等、利用の停止等、第三者への提供の停止を求めれた場合、これらの求めが適正であると認められるときは、これらの措置を行わなければならない。

・個人情報保護法と組織管理

　医療機関の対応は十分ではない。

　個人情報保護法への対応は、形式主義では無理である。

　安全確保と同様に、組織的取り組みが不可欠である。

　　組織的質経営（TQM）の一環として、取り組むべきである。

　②個人情報保護法の概要

１　基礎はプライバシー件

　　（１）プライバシー権の根拠法

　　　　　　憲法１３条「全て国民は個人として尊重される。

　　　　　　　　　　　　生命・自由及び幸福追求に対する国民の権利については公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で最大の尊重を必要とする。」

　　　　　　幸福追求権と言われ、新しい人権のルーツ

　　（２）プライバシー権の重要性

　　　　　　人間＝社会的な生き物

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　どのように社会に働きかけるか

　　　　　　　　　　　　　〃　　　評価されるか

　　（３）プライバシー権の意義

　　　　　　プライバシー権：自己に関する情報をコントロールしうる権利
　　　　　　　　　　　　　　（芦部信喜教授）

　　　　　　　　　　　　　能動的に働くプライバシー権　＜公開請求＞

　　　　　　　　　　　　　　　　例：カルテの開示

　　　　　　　　　　　　　受動的に働くプライバシー権　＜不当な公開からの自由＞

　　　　　　　　　　　　　　　　一般的に理解されているプライバシー

２　医療における個人情報の重要性

　遺伝情報＝生涯変化しない、本人だけでなく血縁者に関わる場合もある

　　　　　　　　　　↓

　　　　　　漏れた場合の影響大

　　　　　　　　　　

平成１６年４月２日の閣議決定　　　　　　　特に適正な取扱の厳格な

国会の付帯決議　　　　　　　　　　　　　　確保が必要な分野に指定

　　　３　個人情報保護法　≪本人の同意の要否がキーポイント≫

　　　　　　個人情報＝特定の個人を識別出来る情報（死者を除く）

　　　　　　個人情報保護法のベース＝プライバシー権

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　自己に関する情報が自分のコントロール下に置かれているなら

　　　　　　プライバシーは保護されている。

４　同意の有無の判断状況

　　　　　　どの様な状態がコントロールされた状態か？


　　　　　　本人の予測の範囲内の情報利用＝コントロールされている状態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪改めての同意不要≫

　　　　　　本人の予測の範囲外の情報利用＝コントロールされていない状態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪改めての同意必要≫

　　　５　予測の範囲内の基準となるのは通常人
　　　　　　医療関係者の常識　≠　一般人の常識

　　　　　　医療は医学の社会的適用

　　　　　　　　↓

　　　　　　社会的な判断基準が基礎となる

　　　　　　　　↓

　　　　　　社会＝一般人で構成されている

　　　　　　　　　　∴一般人の認識が判断基準となる

２）個人情報の取扱いに関する問い合わせ事例紹介

　　Q１　警察への提供

警察から患者に関する問い合わせを受けた場合、どう対応すればよいのでしょうか？

　　Ａ.

　　　　令状がある場合は全面的に協力しなければなりません。

　　　　令状がなく、捜査に必要な照会をされた場合には、回答すべき義務があると考えられており、本人の同意なく回答しても個人情報保護法第３２条第１項第１号の「法令に基づく場合」に該当しますので、違反にはなりません。しかし、民法により損害賠償請求される危険性は理論上ありえますので、本人の同意を得ないで回答する場合は、ある程度の危険を負担することになります。ただ、実際上それにより裁判までに発展する可能性はそれほど高いとは考えられませんので、個々の施設において判断することが望まれます。

　　Ｑ２　健保組合への提供

　　　　企業健診などで内視鏡検査を行った際に、感染症検査を併せて実施した場合にその結果を健保組合へ伝えることについて、掲示等による黙示の同意以外に書面等による個別の同意が必要でしょうか？

　　Ａ.

　　　　受診者へ内視鏡検査に際して感染症検査を実施することを説明し、同意を得れば問題はありません。対会社または健保・企業検診の内容については労働安全衛生法に規定されています。規定されている項目（法定項目）については、法令に規定されている場合に相当し、本人に同意を得ることなく会社へ通知することが可能です。会社はこの結果を掌握し、実施者数、有所見率などを労働基準監督署に報告する義務があります。

　　　　問題は法定外の項目です。内視鏡検査、感染症検査は法定外の項目に該当します。法定外の項目については、費用の負担者が誰であるかに関らず（会社が負担する場合と、健保が負担する場合が多いですが）、受診者以外の第三者（会社、健保）に報告するにあたり本人の同意が必要です。同意の形式については特に定められていませんが、個別の同意をお勧めします。

　　Ｑ３　開示の拒否

　　　　施設（精神科）に入院が必要と判断された患者さんから個人情報の請求があったのですが、その患者さんはたびたび当院を受診しトラブルを起こしています。

当該患者さんに対して情報を開示すべきでしょうか？

　　Ａ.

　　　　その患者に対して不利益になるかどうかが判断の分かれ目です。

　　　　精神疾患患者と考えられるということなので、精神科医師がその病院にいれば、判断して結論を出すことがよいと考えます。精神的要因が考えられたにしても、病院に不都合があるという理由で開示をしないということは認められません。

　　　　ただし、情報を開示することで患者にとって不都合があると客観的に考えられる根拠があれば、開示除外としてもよいでしょう。

３）グループワーク

　　課題：認知症を有する女性患者が入院していた。

　　　　　入院時に女性患者と同居し介護している娘から次のような申出を受けた。

　　　　　「結婚して別居している兄がいるが、母と折り合いが悪く、たとえ連絡があっても取り次が

ないで、病状も説明しないで欲しい。」

　　　　　ある朝、入院を聞きつけた兄より電話が入り、母親につなぐよう依頼された。電話を受けた

医事課職員は、娘の要望を伝え、つなぐことはできない旨を伝えたが、納得せず、昼頃怒った

様子で直接来院した。

　　　　　「なせ自分の身内と話すことができないのか？病院にそんな権限はない！今すぐ母と面会さ

せろ！そして母の病状を説明して書面でよこせ！」

　　　　　病院としてどのような対応をとれば良いか。

　　グループ内検討内容：

　　　　　兄に娘の要望をそのまま伝えてしまったことに問題があり、病院側として兄から連絡がきた際の対応を決めておくべきであった。今後の対策として、このような依頼があった場合の対応を明確にしておくことが必要である。

　　講師の説明：

　　　　　まず問題として、娘の要望をそのまま受け入れたことに問題がある。

　　　　　母親の女性患者が息子と話したくない・会いたくないと言っているのなら別だがが、法的には兄と娘は平等である。娘が兄の権利を制限することはできない。この事例での裏事情には、財産問題があり、このような娘の要望がでてきた。

　　　　　治療費を支払うことと法的権利は違うので、キーパーソンである娘の言うことを受け入れてはいけない。ポイントは、キーパーソンと法的権利は違う。

　　　　　病院の対応としては、娘の要望だけを受け入れることはできないので、家族間の問題に巻き込まれないよう、最初からそのような要望は受け入れられないと対応すること。情報のシャットダウンを正当化できるのは、医師の医学的判断と患者本人の意思だけによる。
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